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財政状態および経営成績の分析

売上高

2007年度（2008年3月期）のTHKを取り巻く環境は、国内では、

輸出や個人消費の増加に支えられ、全般的には緩やかな成長が持

続しました。しかしながら年度末にかけて、急激な為替変動や原材

料価格の更なる上昇などにより、経済の先行きに対する不透明感

が急速に増してきました。海外経済に目を向けますと、米国では

金融市場の混乱などの影響から経済成長が減速する一方、欧州で

は輸出や設備投資がけん引役となって経済が成長し、アジアでは

引き続き中国をはじめとして高い経済成長が続きました。

　このような環境の中、THKでは「グローバル展開」と「新規分野

への展開」によるビジネス領域の拡大により、外部環境の急激な変

化などの事業リスクを緩和させつつ、長期安定的に業績を拡大で

きる体制の更なる強化に努めました。生産面では、新興地域を中心

とした需要増などに対応すべく、生産能力増強に向けた積極的な

設備投資を実施しました。販売面では、中国や欧州における販売網

の拡充などに加えて、各地域において既存顧客との取引拡大およ

び新規顧客への積極的な販売活動を展開しました。また、新規分野

への展開を加速すべく、2007年5月31日に自動車部品メーカー

である株式会社リズム（以下、リズム）の全株式などを取得し新規

連結対象としました。これらの結果、売上高は、前期比339億97

百万円（19.5%）増の2,087億8百万円となり、初の2,000億円

台となりました。なお、リズムの米国子会社であるRhythm	North	

America	Corporationの決算期を3月末から12月末に変更した

ことにより、同社は9ヵ月間の変則決算となりました。これに伴い、

約30億円の売上高が今期に計上されないこととなりました。

売上原価

2007年度は、引き続き材料歩留まりの向上や製造リードタイム

の短縮など生産性の改善に努めました。一方で、原材料価格の上

昇などにより材料費比率が上昇したことに加え、国内外における

新工場の本格稼動による減価償却費の増加、リズムを新規連結対

象に加えたことなど、将来に向けた積極的な投資などの結果、売上

高原価率は、前期の62.7%から4.7ポイント上昇し67.4%にな

りました。

販売費および一般管理費

販売費および一般管理費は、前期に比べ77億88百万円（23.4%）

増加し411億15百万円となりました。主な要因は、リズムを新

規連結対象としたことと、これに伴い、のれん代の償却が約27億

円発生したことによるものです。そのほか、中国などにおける販売

力強化に向けた従業員数の増加などにより人件費が増加したこと

に加え、輸出の増加や輸送運賃の上昇などに伴う物流費の増加な

どが要因として挙げられます。

■ 業績分析
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　なお、売上高に占める比率は前期に比べ0.6ポイント上昇し

19.7%となりましたが、のれん代の償却額約27億円の売上高に

対する比率は1.3%であり、この影響を除けば売上高に占める比

率は前期に比べ0.7ポイントの改善となります。

営業利益

以上の結果、営業利益は前期に比べ48億77百万円（15.3%）減

の269億37百万円、売上高営業利益率は12.9%となりました。

営業外収益、費用

営業外収益は、受取利息・配当金や持分法による投資利益などによ

り27億58百万円となり、営業外費用は為替差損などにより26

億69百万円となりました。これらにより、営業外損益は89百万

円の収入となりました。

特別利益、特別損失

特別利益が1億30百万円、特別損失は固定資産除却損などによ

り4億55百万円となり、特別損益は3億25百万円の支出になり

ました。

当期純利益

以上の結果に加え、連結子会社の減資による剰余金の配当に伴い

税務上の譲渡損が発生し法人税などが減少したこと等により、当

期純利益は前期に比べ27億14百万円（12.9%）減の183億23

百万円となりました。

産業用機器関連事業

日本では、工作機械向けで売上高を伸ばすことができた一方、エレ

クトロニクス向けに関して、想定よりも回復時期が遅れ、また回復

も弱かったことなどから、国内での売上高は前期に比べ減少しま

した。米州では、エレクトロニクス向けの調整が続く中で、既存顧

客におけるシェア向上などにより、工作機械向け、一般機械向けな

どで売上高を増加させることができました。欧州では、機械需要が

増加する中で、工作機械向け、一般機械向けなどを中心に売上高を

増加させることができました。アジアでは、中国における機械需要

が増加する中、中国、台湾などにおいて工作機械向け、一般機械向

けなどで売上高を増加させることができました。これらの結果、売

上高は1,682億86百万円、営業利益は362億82百万円となり

ました。

輸送用機器関連事業

日本、欧州において、新規顧客との取引を開始したことに加え、既

存顧客との取引を順調に拡大させることができました。また米州

では、自動車生産台数が減少する中でもほぼ計画通りの推移とす

ることができました。これらの結果、売上高は404億22百万円

となりました。営業損益は、引き続きコスト削減に向けた取り組

みを継続しましたが、将来の成長に向けて設備投資を実施したこ

とによる減価償却費の増加や、のれん代の償却などにより、22億

20百万円の損失となりました。

■ 事業の種類別セグメントの状況
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- 日本 -

国内では、エレクトロニクス向けが、想定よりも回復時期が遅れ、

また回復も弱かったため減収となりましたが、工作機械向けで売

上高を増加させることができました。加えて、連結子会社の増加な

どにより輸送用機器向けの売上高が増加しました。これらの結果、

売上高は前期に比べ153億93百万円増加し、1,457億45百万

円となりました。営業利益は、将来の成長に向けた設備投資による

減価償却費の増加、原材料価格の上昇などに伴う材料費比率の上

昇、リズムの取得に伴うのれん代の償却等により、前期に比べ22

億59百万円減少し、279億9百万円となりました。

- 米州 -

米州では、エレクトロニクス向けの調整が続く中で、製販一体と

なって既存顧客との取引拡大と新規顧客の開拓に努めました。そ

の結果、工作機械向け、一般機械向けにおいて売上高を増加させる

ことができました。また、連結子会社の増加などにより輸送用機器

向けの売上高が大幅に増加しました。これらの結果、売上高は前期

に比べ89億47百万円増加の254億72百万円、営業利益は10

億66百万円増加の、14億39百万円となりました。

- 欧州 -

欧州では、東欧における旺盛な機械需要が持続する中、米州と同

様に製販一体となった販売活動を展開した結果、工作機械向け、一

般機械向けにおいて売上高を増加させることができました。また

輸送用機器向けにおいて、新規顧客との取引を開始したことに加

え、既存顧客との取引を順調に拡大させることができました。これ

らの結果、売上高は前期に比べ59億11百万円増加の254億27

百万円、営業利益は26億77百万円増加の34億92百万円となり、

売上高、営業利益ともに過去最高を達成することができました。

- アジア他 -

アジア他地域では、中国において経済の高成長が続き、設備投資が

拡大する中、販売拠点網の拡充など積極的な営業展開を図りまし

た。その結果、工作機械向け、一般機械向けにおいて売上高を増加

させることができました。台湾においても、中国などに対する機械

輸出が増加する中、既存顧客との取引拡大に努めた結果、工作機械

向け、一般機械向けで売上高を増加させることができました。これ

らの結果、アジア他地域での売上高は前期に比べ37億45百万円

増加の120億63百万円となりました。また、今後さらなる需要増

加が見込まれる中国においてTHK（遼寧）精密工業有限公司の第

2工場を建設するなど、積極的な設備投資を実施する中でも、順調

に売上高を増加させることができたことなどにより、営業利益は

12億96百万円となり、前期に比べ4億26百万円の増益とする

ことができました。

	

■ 所在地別セグメントの状況
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47



資産、負債、純資産の状況

- 資産 -

総資産は前期末の2,632億80百万円から9億48百万円（0.4%）

増加の2,642億29百万円とほぼ横ばいとなりましたが、流動資

産、固定資産の間での変動がありました。

　流動資産は、前期末に比べ314億28百万円（17.1%）減少し

1,523億33百万円となりました。連結子会社の増加などに伴い、

売上債権が57億56百万円、たな卸資産が34億69百万円増加し

た一方、新規連結子会社株式の取得や長期借入金の返済、自己株式

の取得により現金及び預金が436億94百万円減少したことなど

が主な要因です。

　固定資産は、前期末に比べ323億77百万円（40.7%）増加

し1,118億96百万円となりました。有形固定資産が213億32

百万円、のれんが107億86百万円増加したことなどが主な要因

です。

- 負債 -

流動負債は、前期末に比べ19億50百万円（3.1%）減少し615

億42百万円となりました。連結子会社の増加などにより、買掛債

務が24億6百万円増加した一方、未払法人税等が65億10百万円

減少したことなどが主な要因です。固定負債は、普通社債の流動資

産への振り替えなどにより、前期末に比べ10億14百万円（9.4%）

減少し97億33百万円となりました。これらの結果、負債総額は

前期末に比べ29億65百万円減少（4.0%）の712億76百万円

となりました。

- 純資産 -

純資産は、自己株式の取得により112億83百万円減少しました

が、利益剰余金の増加などにより、前期末に比べ39億13百万円

（2.1%）増加の1,929億53百万円となりました。

キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益

267億1百万円、減価償却費101億38百万円、法人税等の支払額

141億96百万円などの結果、193億81百万円のキャッシュ・イ

ン（前期は299億33百万円のキャッシュ・イン）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、新規連結子会社の株式取得

による支出121億29百万円、大東製機仙台工場の新工場棟の建

設やTHK遼寧の第2工場の建設などに伴う固定資産の取得によ

る支出196億18百万円などにより、323億54百万円のキャッ

シュ・アウト（前期は108億84百万円のキャッシュ・アウト）と

なりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に新規連結子会社であ

るリズムの長期借入金の返済による支出131億42百万円、自己

株式の取得による支出112億78百万円、配当金の支払額50億

13百万円などにより、299億75百万円のキャッシュ・アウト（前

期は138億39百万円のキャッシュ・アウト）となりました。

これらの結果、当期末における現金及び現金同等物の残高は、前期

末に比べ421億42百万円減少の498億10万円となりました。

■ 財政状態
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当社グループの経営成績および財政状態等に影響を及ぼす可能性

のあるリスクや不確定な要因は以下のようなものがありますが、

これらに限定されるものではありません。なお、本項に含まれる将

来に関する事項につきましては、2008年6月23日現在において、

当社グループが判断したものです。

LMシステムヘの依存体質について

当社グループは、LMガイド（直線運動案内）を中心とするLMシ

ステムの製造販売を主たる事業としており、売上高の大部分を

LMシステムの販売に依存し、今後しばらくは、こうした状況が続

くことが予測されます。しかしながら、予想し難い技術革新によっ

て、当社製品が機械要素部品たる地位を失うに至った場合には、

当社グループの経営成績と財政状態が悪影響を受けるおそれがあ

ります。

特定産業界における生産動向の変化から受ける影響について

当社グループは、LMガイド、ボールねじ等の機械要素部品を製造

販売しており、工作機械、一般機械や半導体製造装置をはじめとす

る産業用機器メーカーが主要ユーザーです。当社グループでは、グ

ローバル展開および新規分野への展開によりユーザー層の量的お

よび質的拡大に努めていますが、現状では、当社グループの業績は

基盤となる顧客である工作機械、一般機械や半導体製造装置等の

産業界における生産動向に影響を受けています。将来においても、

当社グループの経営成績および財政状態が、特定の産業界におけ

る生産落ち込みによって悪影響を受けるおそれがあります。ただ

し、これらの産業界の生産動向は、現状においては、グローバルレ

ベルで同じ動きを示さず、各国の経済状況によって左右されてい

ると考えています。

海外事業の拡張について

当社グループは、米州、欧州、アジア他に製造・販売拠点を有して

いますが、当社グループの製品を製造・販売している各国の景気後

退や、それに伴う当社製品需要の縮小、あるいは海外各国における

予期せぬ法規制等の変更により、当社グループの経営成績と財政

状態が悪影響を受けるおそれがあります。

為替レートの変動について

当社グループは、事業の一部を外貨建てで行っており、先物為替予

約等によって為替リスクヘッジに努めています。しかしながら、為

替レートに予期しない大きな変動が生じた場合、当社グループの

経営成績と財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

特定供給元への依存について

当社グループは、原材料・部品の一部をグループ外の供給元から調

達しています。その特性により供給元が限定される場合があり、供

給元の生産能力や不慮の事故などにより、原材料・部品の不足が生

じ、生産活動が悪影響を受けるおそれがあります。

品質不適合の発生について

当社グループの製品は、工作機械、産業用ロボット、半導体製造装

置、液晶製造装置など先進メカトロニクス機器の高精度化・省力化・

高速化を必要とする産業分野に多く採用されていますが、当社製

品の用途の拡大に伴い、人々の生活に密接な関係を持った自動車、

高層ビルなど各種建物の免震・制震装置、医療用機器、アミューズ

メント機器、航空機産業などにも、幅広く採用されるようになりま

した。

　当社グループは、上記を考慮し、あらゆる市場に適合する高い品

質保証体制の構築を目指していますが、一部の市場での不適合が

発生した場合、多大な費用の発生や社会的信用等の低下により経

営成績および財政状態が悪影響を受けるおそれがあります。

リスク要因
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